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平成３０年度富士見市介護保険特別会計予算（概要） 

 

１ 予算概要 

 

(1) 予算編成概要 

  平成３０年度の予算編成にあたっては、新たに策定した第７期高齢者保健福祉計画の

基本理念である「住み慣れた地域で、いつまでも生きいきと生活できる支えあいのまち」

の実現に向け、在宅医療・介護の連携推進や認知症施策・生活支援・介護予防の充実な

ど、地域包括ケアシステムの深化に向けた予算編成を行った。 

 

(2) 予算規模 

  平成３０年度介護保険特別会計予算の歳入歳出総額は、６９億２，８６４万円となり、

前年度に比べ、６億１０５万３千円の増、率にして９．５％の増となった。 

  主な要因は、認定者の増加や特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム２棟）の開設

に伴う保険給付費の増加のほか、介護予防通所介護及び介護予防訪問介護の総合事業へ

の完全移行や、在宅医療・介護の連携推進に伴う地域支援事業費の増加などによるもの

である。 

 

２ 歳入予算の主な特徴 

 

(1) 保険料 

介護保険料の総額は、被保険者数の増加及び保険料基準額の見直しに伴い、 

１６億９，２２２万３千円となり、前年度に比べ、９，４８１万１千円の増、率にして

５．９％の増となっている。 

 

(2) 国庫支出金 

  国庫支出金の総額は、１４億１，８９６万７千円となり、前年度に比べ、 

２億５１６万５千円の増、率にして１６．９％の増となっている。 

  主な要因としては、国庫負担金が、介護給付費の増加に伴い９，７３３万７千円の増

となったことや、調整交付金が後期高齢者の増加に伴い９，３６９万８千円の増となっ

たことなどによるものである。 

 

(3) 支払基金交付金 

  支払基金交付金は、１８億６１７万６千円となり、介護給付費の増加に伴い、前年度

に比べ、１億４９万６千円の増、率にして５．９％の増となっている。 
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(4) 県支出金 

  県支出金は、１０億１，４３２万７千円となり、前年度に比べ、８，６７８万６千円

の増、率にして９．４％の増となっている。 

  主な要因としては、県負担金が、介護給付費の増加に伴い７，８２８万５千円の増と

なったことによるものである。 

 

(5) 繰入金 

繰入金は、９億９，５４２万２千円となり、前年度に比べ、１億１，２８３万９千円

の増、率にして１２．８％の増となっている。 

  主な要因としては、介護給付費繰入金が６，７５４万７千円の増となったことや、基

金繰入金として４，２６５万３千円を見込んだことによるものである。 

 

３ 歳出予算の主な特徴 

 

(1) 総務費 

  総務費は、６，７１９万円となり、前年度に比べ、４４２万５千円の減となっている。 

 主な要因としては、要支援者の認定期間が２年間となったことにより、介護認定審査

会委員報酬や主治医意見書作成料などが減となったためである。 

 

(2) 保険給付費 

  保険給付費は、６５億３，２７０万８千円となり、前年度に比べ、５億４，０３７万

９千円の増、率にして９．０％の増となっている。 

 主な要因としては、認定者数等の増加に伴う自然増や特定施設入居者生活介護（有料

老人ホーム２棟）の開設などによるものである。 

 

(3) 地域支援事業費 

  地域支援事業費は、３億２，１２２万９千円となり、前年度に比べ、６，４３５万３

千円の増、率にして２５．１％の増となっている。 

  主な要因としては、介護予防通所介護及び介護予防訪問介護の総合事業への完全移行

に伴う介護予防・生活支援サービス事業費の増額に加え、在宅医療・介護の連携推進の

ための体制整備に係わる費用や徘徊高齢者の早期発見・安全確保に要する費用の皆増な

ど、新たな事業に要する費用を見込んだことによるものである。 

   

   ①在宅医療・介護関係者や市民のための相談窓口や研修、情報共有の支援等につい

て、東入間医師会へ委託する。  ３２２万円 

②徘徊高齢者の早期発見・安全確保のため、所持品を持たない方でも身元確認がで

きるようステッカーを配布する。 ４３万２千円 
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４ 平成３０年度介護保険特別会計予算（款別一覧） 

 

（単位 千円） 

歳  入 歳  出 

款 名 称 
平成30年度 
当初予算額 

対前年度 
増減額 款 名 称 

平成 30年度 
当初予算額 

対前年度 
増減額 

1保険料 1,692,223 94,811 1総務費 67,190 △4,425 

2国庫支出金 1,418,967 205,165 2保険給付費 6,532,708 540,379 

3支払基金交付金 1,806,176 100,496 3地域支援事業費 321,229 64,353 

4県支出金 1,014,327 86,786 4基金積立金 1,112 746 

5財産収入 1,112 746 5諸支出金 1,401 0 

6繰入金 995,422 112,839 6予備費 5,000 0 

7繰越金 1 0    

8諸収入 412 210    

合 計 6,928,640 601,053 合 計 6,928,640 601,053 

 


